
議 会 運 営 委 員 会 日 程

平成２５年１０月２日（水） 

                         午前１０時 ５０２会議室 

日程第１ 追加議案について 

 (1) 議案第１４５号 川崎市人事委員会委員の選任について 

 (2) 議案第１４６号 川崎市資産公開等審査会委員の選任について 

日程第２ 意見書案について 

 (1) 意見書案第１１号 集団的消費者被害回復に係る訴訟制度の創設に関する意見書 

 (2) 意見書案第１２号 地方税財源の充実確保を求める意見書 

 (3) 意見書案第１３号 福島第一原子力発電所の汚染水流出問題への緊急対策を求める意 

            見書 

 (4) 意見書案第１４号 若い世代が安心して就労できる環境の整備を求める意見書 

 (5) 意見書案第１５号 消費税増税の中止を求める意見書 

日程第３ １０月３日（木）の本会議の運営について 

  【別紙「１０月３日（木）の本会議の議事要領」による】 

日程第４ 今後の議会改革等の検討課題について 

 (1) 請願・陳情提出者に対する委員会における意見陳述の機会の付与 

 (2) 市長の決算審査特別委員会への出席 

日程第５ その他 
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意見書案第１１号 

集団的消費者被害回復に係る訴訟制度の創設に関する意見書 

 平成２５年版消費者白書によれば、平成２４年度における全国の消費生活相談の件数は、

約８４万件と、依然として高い水準が続いており、とりわけ高齢者の相談件数が年々増加

している。 

 消費者に生じた財産的被害については、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに

交渉力の格差により消費者が自らその被害回復を図ることは困難を伴うことが多く、その

回復の実効性を確保することが積年の課題となっているところである。 

 このような状況の中、今年の４月に消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の

裁判手続の特例に関する法律案が国会に上程され、現在、継続審議となっている。 

 この法律案は、消費者契約に関し共通争点を有し、相当多数発生している財産的被害に

ついて訴訟手続を２段階に区分し、１段階目で内閣総理大臣が認定する特定適格消費者団

体が訴えを提起して共通争点に関する審理を行い、その結果、事業者側の法的責任が認め

られた場合に、２段階目で個々の被害者が訴訟に参加し、簡便な手続で被害額を確定して

被害の回復を図る制度を創設するものである。 

 この制度は、消費者にとって労力や費用の面でも負担が軽減される上に、現行の消費者

団体訴訟制度では認められていない損害賠償等の請求も可能となる一方で、手続の主体を

特定適格消費者団体に限定し、訴訟の対象となる請求を消費者契約に関する一定の請求に

限定するなど事業者に対しても配慮されていることから、国民生活の安定向上と国民経済

の健全な発展に寄与することが期待されている。 

 よって、国におかれては、今年の秋に開催予定の臨時国会において、本法案についての

審議を速やかに再開し、早期にその成立を図られるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  年 月 日 

議会議長名 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内閣総理大臣       宛て 

 総 務 大 臣        

 消費者及び食品安全担当大臣 

 消費者庁長官 
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意見書案第１２号 

   地方税財源の充実確保を求める意見書案の提出について 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

平成２５年９月３０日 

川崎市議会議長  浅 野 文 直  様 

         提出者  川崎市議会議員  石 田 康 博 

                 〃     東   正 則 

                 〃     後 藤 晶 一 

                 〃     市 古 映 美 

                 〃     為 谷 義 隆 
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地方税財源の充実確保を求める意見書 

 地方財政は、社会保障関係費などの財政需要の増加や地方税収の低迷等により、厳しい

状況が続いている。 

 こうした中、基礎自治体である市が、住民サービスやまちづくりを安定的に行うために

は、地方税財源の充実確保が不可欠である。 

 よって、国におかれては、次の事項について特段の措置を講ぜられるよう強く要望する

ものである。 

 １ 地方の財政需要を地方財政計画に的確に反映し、一般財源総額を確保するとともに、

  同計画における歳出特別枠を維持すること。 

 ２ 地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の政策誘導手段として用いるこ 

  とは避けること。また、地方の財源不足の解消は、地方交付税の法定率の引上げによ 

  り対応し、臨時財政対策債は速やかに廃止すること。 

 ３ 国と地方の間の税財源配分の是正を図り、まずは国と地方の税源配分を５対５とす

るとともに、その中で市民税のより一層の充実を図ること。 

 ４ 固定資産税の安定的な確保を図り、償却資産に対する課税等について現行制度を堅

持すること。 

 ５ 自動車重量税及び自動車取得税は、代替財源を示さない限り、市町村への財源配分

の仕組みを含め現行制度を堅持すること。 

 ６ 地球温暖化対策において地方自治体が果たしている役割を踏まえ、地球温暖化対策

に係る諸施策を地域において総合的に進めるための税財源を確保する仕組みを構築す

ること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  年 月 日 

議会議長名 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内閣総理大臣  宛て 

 総 務 大 臣   

 財 務 大 臣 
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意見書案第１３号 

   福島第一原子力発電所の汚染水流出問題への緊急対策を求める意見書案の

提出について 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

平成２５年９月３０日 

川崎市議会議長  浅 野 文 直  様 

         提出者  川崎市議会議員  石 田 康 博 

                 〃     東   正 則 

                 〃     後 藤 晶 一 

                 〃     市 古 映 美 

                 〃     為 谷 義 隆 
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福島第一原子力発電所の汚染水流出問題への緊急対策を求める意見書 

 福島第一原子力発電所において放射能で汚染された大量の水が流出している問題につい

て、東京電力株式会社は、流出したストロンチウム９０の量は１０兆ベクレル、セシウム

１３７の量は２０兆ベクレルにも上るという試算を今年８月に発表し、原子力規制委員会

も問題の深刻さを示す国際原子力事象評価尺度をレベル３（重大な異常事象）とする決定

を行うなど深刻な事態が続いている。 

 このような状況の中、政府は、９月３日に汚染水問題に関する基本方針を取りまとめる

とともに、廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議を設置するなどの体制の整備及び強化を行っ

ているところであり、問題の抜本解決に向けた取組を確実に実行し、対策に万全を期する

ことが強く求められている。 

 よって、国におかれては、現在の深刻である事態から抜け出し、汚染水を確実に制御で

きるようにするため、次の事項について特段の措置を講ぜられるよう強く要望するもので

ある。 

 １ 事態が深刻であるという認識の下、汚染水を始めとする事故対策を抜本的に改める 

  こと。 

 ２ 事故対策については政府が全責任を負うという立場で、東京電力株式会社にあらゆ 

  る手立てを講じさせるとともに資料を積極的に公開させ、専門的英知を結集して地下 

  水構造の調査及び解明並びに対策の技術的検証を行うこと。 

 ３ 原子力規制委員会は、国民の安全を最優先し、総力を挙げてその安全の確保を図る 

  ために必要な対応を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  年 月 日 

議会議長名 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内閣総理大臣 

 総 務 大 臣        宛て 

 経済産業大臣 

 環 境 大 臣 

 原子力防災担当大臣 

 福島原発事故再生総括担当大臣 
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意見書案第１４号 

   若い世代が安心して就労できる環境の整備を求める意見書案の提出につい

て 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

平成２５年９月３０日 

川崎市議会議長  浅 野 文 直  様 

         提出者  川崎市議会議員  石 田 康 博 

                 〃     東   正 則 

                 〃     後 藤 晶 一 

                 〃     為 谷 義 隆 
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若い世代が安心して就労できる環境の整備を求める意見書 

 ライフスタイルの多様化により若い世代の暮らし方や働き方が変化して、非正規労働者

や共働き世帯が増える中、若い世代においては、本来望んでいる仕事と生活の調和を実現

させられず、理想と現実の隔たりに悩む人が少なくない。 

 中でも、働く貧困層といわれるワーキングプアから抜け出せずに結婚を諦めざるを得な

い若者や仕事と子育ての両立に悩む女性の増加、正規雇用でありながら過酷な労働環境が

原因で働き続けることができない事例の増加など、若い世代を取り巻く問題は多岐にわた

り、年々深刻さを増していることから、今こそ国を挙げて、若い世代が安心して就労でき

る環境の整備が求められている。 

 よって、国におかれては、若い世代が仕事と生活の調和を保ち、安心して働き続けるこ

とができる社会の実現を目指し、一層の取組を進めるため、次の事項について特段の措置

を講ぜられるよう強く要望するものである。 

 １ 世帯収入の増加に向けて、正規雇用と非正規雇用の間の格差是正、子育て支援など

総合的な支援を行うとともに、最低賃金の引上げに向けた環境整備を進めること。 

 ２ 労働環境が悪いために短期間で離職する若者が依然として多いことから、若年労働

者に過酷な労働環境を強いる企業に対して、違法の疑いがある場合は立入調査を実施

し、悪質な場合には企業名を公表するなどの対策を強化すること。 

 ３ 個人のライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とするために、勤務する地域又

は労働時間を限定した正社員制度、テレワーク、在宅勤務等の導入を促進するなど、

多様な働き方の普及及び拡大に向けた環境整備を進めること。 

 ４ 仕事、子育て等に関する行政サービスについて、若い世代への支援策がより有効に

実施されて活用されるよう、利用度や認知度の実態を踏まえ、必要な運用の改善や相

談窓口等の周知、浸透等に努めること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  年 月 日 

議会議長名 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内閣総理大臣  宛て 

 総 務 大 臣   

 厚生労働大臣 
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意見書案第１５号 

   消費税増税の中止を求める意見書案の提出について 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

平成２５年９月３０日 

川崎市議会議長  浅 野 文 直  様 

         提出者  川崎市議会議員  市 古 映 美 

                 〃     石 川 建 二 

                 〃     勝 又 光 江 

                 〃     竹 間 幸 一 

                 〃     宮 原 春 夫 

                 〃     石 田 和 子 

                 〃     斉 藤 隆 司 

                 〃     佐 野 仁 昭 

                 〃     井 口 真 美 

                 〃     大 庭 裕 子 

                 〃     猪 股 美 恵 

                 〃     竹 田 宣 廣 
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消費税増税の中止を求める意見書 

 昨年８月に成立した消費税増税の関連法においては、平成２６年４月から消費税を８％

に増税するとしているものの、増税に当たっては、経済状況等を総合的に勘案した上で、

その施行の停止を含め所要の措置を講ずるとしている。 

 しかしながら、増税の中止や延期等をすべきという意見が７割以上を占めるとする世論

調査があるだけでなく、政府内においても予定どおりの増税に慎重な意見が見られ、また、

大手小売業者やこれまで増税を主張してきた大手新聞社の中にも増税を見送るべきとする

意見を表明するところが出てきている。 

 このような状況の中、安倍首相は、経済状況の判断に当たっては、今年４月から６月期

の経済指標を最重視するとしていたが、平成９年の増税を上回る史上最大規模の大増税を

僅か３箇月の経済動向で判断することは許されることではない。 

 今年９月３日に厚生労働省が発表した毎月勤労統計調査では、１４箇月連続で所定内給

与は減少しており、また、長期にわたる不況の下で、中小企業が消費税分だけでなく円安

による原材料価格の上昇分を価格転嫁できないという厳しい状況の中、消費税の増税を行

うことは、国民の暮らしや中小企業の経営を破壊しかねない。 

 また、平成９年に消費税を２％増税した際には、個人消費を冷え込ませた上、歳入面で

は法人税及び所得税を減税し、歳出面では大型公共事業を行うという景気対策を行った結

果、消費税の増税分以上に他の税収の減少を生じさせ、国と地方の債務残高を大幅に拡大

させた。 

 よって、国におかれては、過去の苦い経験を踏まえ、同じ過ちを繰り返すことなく、来

年４月からの消費税の増税を中止されるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

  年 月 日 

議会議長名 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内閣総理大臣  宛て 

 総 務 大 臣   

 財 務 大 臣 
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１０月３日（木）の本会議の議事要領 

１ 

  諸報告 

  平成２５年職員の給与に関する報告 

２ 

   日程第１  一般議案  ２７件 
   日程第２  決 算 等  ２０件    一括上程 
   日程第３  報 告   ４件 
   日程第４  請 願   ５件 

 (1) 委員長報告 （日程第１、第４の各案件） 
   総務、市民、健康福祉、まちづくりの順 
   （決算審査特別委員会の委員長報告は省略） 
       ～ 委員長報告に対する質疑 ～ 

 (2) 討 論 （日程第１、第２、第４の各案件） 
  ［日程第３の報告に対するご意見などがあれば、併せてお願いする。発言は、今議会の発言順］ 

 (3) 採 決 
   ① 日程第１の議案２７件中、次の議案１０件を除いた１７件を起立により一括採決 
     議案第 ９６号 川崎市債権管理条例の制定について 
     議案第１００号 川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の 
             一部を改正する条例の制定について 
     議案第１０１号 川崎市競輪場内売店使用条例の一部を改正する条例の制定について 
     議案第１０４号 川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す 
             る条例の一部を改正する条例の制定について 
     議案第１０９号 子母口小学校・東橘中学校改築工事請負契約の締結について 
     議案第１１０号 子母口小学校・東橘中学校改築電気その他設備工事請負契約の締結について 
     議案第１１１号 子母口小学校・東橘中学校改築空気調和その他設備工事請負契約の締結につ 
             いて 
     議案第１１６号 港湾施設の指定管理者の指定について 
     議案第１２０号 平成２５年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計補正予算 
     議案第１２２号 平成２５年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 

   ② 除いた議案１０件中、議案第９６号を起立により採決 

   ③ 除いた議案第１００号、第１０４号及び第１２０号の３件を起立により一括採決 

   ④ 除いた議案第１０１号、第１０９号、第１１０号、第１１１号及び第１２２号の５件を起立に 
より一括採決 

   ⑤ 除いた議案第１１６号を起立により採決 

   ⑥ 日程第２の決算等議案２０件中、次の議案１４件を除いた６件を起立により一括採決 
     議案第１２３号 平成２４年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１２４号 平成２４年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１２５号 平成２４年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１２６号 平成２４年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１２８号 平成２４年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１２９号 平成２４年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳出決算認定につい 
             て 
     議案第１３０号 平成２４年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１３１号 平成２４年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 
     議案第１３５号 平成２４年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入歳出決算認定につ 
             いて 
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     議案第１３８号 平成２４年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
     議案第１３９号 平成２４年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
     議案第１４０号 平成２４年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
     議案第１４１号 平成２４年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について 
     議案第１４２号 平成２４年度川崎市高速鉄道事業会計決算認定について 

   ⑦ 除いた議案１４件中、議案第１２３号を起立により採決 

   ⑧ 除いた議案第１２４号、第１２６号、第１２８号、第１３０号、第１３１号及び第１３５号の 
６件を起立により一括採決 

   ⑨ 除いた議案第１２５号、第１２９号、第１４１号及び第１４２号の４件を起立により一括採決 

   ⑩ 除いた議案第１３８号、第１３９号及び第１４０号の決算等議案３件を起立により一括採決 

   ⑪ 日程第４の請願５件中、請願第３８号、第６１号、第６３号及び第６９号の請願４件を起立に 
より一括採決 

     請願第３８号 都市再生機構賃貸住宅（旧公団住宅）を公共住宅として継続し、居住者の居住 
            の安定を求める意見書提出に関する請願 
     請願第６１号 「学校施設開放における体育館利用の受益者負担の適正化」における子どもが 
            主体の団体使用に対する減免処置に関する請願 
     請願第６３号 「学校施設開放における体育館利用時諸経費の受益者負担の適正化」に関して、 
            小学生対象利用団体に対する適用免除・減免の措置に関する請願 
     請願第６９号 川崎福祉センターの改築時に特別養護老人ホームを併設することに関する請願 

   ⑫ 請願第６７号を起立により採決 
     請願第６７号 国に対して、年金２．５％の削減中止を求める意見書の提出に関する請願 

 ３ 
   日程第５ 
    議案第１４５号 川崎市人事委員会委員の選任について 
    ［上程、提案説明、自席質疑（ご意見等も含む。）の後、直ちに起立により採決］ 

 ４ 
   日程第６ 
    議案第１４６号 川崎市資産公開等審査会委員の選任について 
    ［上程、提案説明、自席質疑（ご意見等も含む。）の後、直ちに起立により採決］ 

 ５ 
   日程第７  
    意見書案第１１号 集団的消費者被害回復に係る訴訟制度の創設に関する意見書 
    意見書案第１２号 地方税財源の充実確保を求める意見書 
    意見書案第１３号 福島第一原子力発電所の汚染水流出問題への緊急対策を求める意見書 
    ［一括上程、書記朗読等を省略し、直ちに起立により一括採決］ 

    意見書案第１４号 若い世代が安心して就労できる環境の整備を求める意見書 
    ［上程、提案説明、自席質疑（討論）の後、直ちに起立により採決］ 

    意見書案第１５号 消費税増税の中止を求める意見書 
    ［上程、提案説明、自席質疑（討論）の後、直ちに起立により採決］ 

 ６ 
   日程第８ 請願・陳情 
    ［「請願陳情文書表（その２）」により各常任委員会へ付託の上、議会閉会中の継続審査を議決］ 

 ７ 
   日程第９ 閉会中の継続審査及び調査について 
    ［「閉会中の継続審査及び調査の申し出一覧表」のとおり決することを議決］ 

＊慣例により市長の挨拶 
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平成２５年第３回川崎市議会定例会 
議事日程第４号 

平成２５年１０月３日（木）  
午前１０時  開 議 

第 １ 

議案第 ９６号  川崎市債権管理条例の制定について 
議案第 ９７号  川崎市契約条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第 ９８号  川崎市市税条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第 ９９号  川崎市児童福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第１００号  川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する条例 
          の制定について 
議案第１０１号  川崎市競輪場内売店使用条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第１０２号  川崎市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第１０３号  川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例の制定について 
議案第１０４号  川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正 
          する条例の制定について 
議案第１０５号  川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について 
議案第１０６号  川崎市土地利用審査会委員の選任について 
議案第１０７号  仮称富士見公園長方形競技場北スタンド新築工事請負契約の締結について 
議案第１０８号  上丸子小学校改築工事請負契約の締結について 
議案第１０９号  子母口小学校・東橘中学校改築工事請負契約の締結について 
議案第１１０号  子母口小学校・東橘中学校改築電気その他設備工事請負契約の締結について 
議案第１１１号  子母口小学校・東橘中学校改築空気調和その他設備工事請負契約の締結について 
議案第１１２号  かわさき北部斎苑火葬炉設備改修工事請負契約の締結について 
議案第１１３号  小向住宅新築第２号工事請負契約の締結について 
議案第１１４号  川崎市わーくす日進町の指定管理者の指定について 
議案第１１５号  市道路線の認定及び廃止について 
議案第１１６号  港湾施設の指定管理者の指定について 
議案第１１７号  平成２５年度川崎市一般会計補正予算 
議案第１１８号  平成２５年度川崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算 
議案第１１９号  平成２５年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計補正予算 
議案第１２０号  平成２５年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計補正予算 
議案第１２１号  平成２５年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算 
議案第１２２号  平成２５年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 

第 ２ 

議案第１２３号  平成２４年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２４号  平成２４年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２５号  平成２４年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２６号  平成２４年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２７号  平成２４年度川崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２８号  平成２４年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１２９号  平成２４年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３０号  平成２４年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３１号  平成２４年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３２号  平成２４年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３３号  平成２４年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３４号  平成２４年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３５号  平成２４年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３６号  平成２４年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算認定について 
議案第１３７号  平成２４年度川崎市病院事業会計決算認定について 
議案第１３８号  平成２４年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
議案第１３９号  平成２４年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
議案第１４０号  平成２４年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認定について 
議案第１４１号  平成２４年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について 
議案第１４２号  平成２４年度川崎市高速鉄道事業会計決算認定について 
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第 ３ 

報告第 １６号  健全化判断比率の報告について 
報告第 １７号  資金不足比率の報告について 
報告第 １８号  公益財団法人川崎市国際交流協会ほか２６法人の経営状況について 
報告第 １９号  地方自治法第１８０条の規定による市長の専決処分の報告について 

第 ４ 

請願第３８号  都市再生機構賃貸住宅（旧公団住宅）を公共住宅として継続し、居住者の居住の安定を求める意見 
        書提出に関する請願 
請願第６１号  「学校施設開放における体育館利用の受益者負担の適正化」における子どもが主体の団体使用に対 
        する減免処置に関する請願 
請願第６３号  「学校施設開放における体育館利用時諸経費の受益者負担の適正化」に関して、小学生対象利用団 
        体に対する適用免除・減免の措置に関する請願 
請願第６７号  国に対して、年金２．５％の削減中止を求める意見書の提出に関する請願 
請願第６９号  川崎福祉センターの改築時に特別養護老人ホームを併設することに関する請願 

第 ５ 

議案第１４５号  川崎市人事委員会委員の選任について 

第 ６ 

議案第１４６号  川崎市資産公開等審査会委員の選任について 

第 ７ 

意見書案第１１号  集団的消費者被害回復に係る訴訟制度の創設に関する意見書 
意見書案第１２号  地方税財源の充実確保を求める意見書 
意見書案第１３号  福島第一原子力発電所の汚染水流出問題への緊急対策を求める意見書 
意見書案第１４号  若い世代が安心して就労できる環境の整備を求める意見書 
意見書案第１５号  消費税増税の中止を求める意見書 

第 ８ 

請願・陳情 

第 ９ 

閉会中の継続審査及び調査について 
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平成２５年９月２７日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            総 務 委 員 長 

尾 作  均

総務委員会審査報告書（議案）

  本委員会に付託された下記の議案を審査の結果、次のとおり決定したので、会議 

 規則第７７条の規定により報告します。

記

議案第 ９６号 川崎市債権管理条例の制定について

（原案可決）

議案第 ９７号 川崎市契約条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第 ９８号 川崎市市税条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１０６号 川崎市土地利用審査会委員の選任について

（同  意）

議案第１０８号 上丸子小学校改築工事請負契約の締結について

（原案可決）

議案第１０９号 子母口小学校・東橘中学校改築工事請負契約の締結について

（原案可決）

議案第１１０号 子母口小学校・東橘中学校改築電気その他設備工事請負契約の締結

について （原案可決）

議案第１１１号 子母口小学校・東橘中学校改築空気調和その他設備工事請負契約の

締結について （原案可決）
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議案第１１７号 平成２５年度川崎市一般会計補正予算

（原案可決）
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平成２５年９月３０日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            市 民 委 員 長

廣 田 健 一

市民委員会審査報告書（議案）

  本委員会に付託された下記の議案を審査の結果、次のとおり決定したので、会議 

 規則第７７条の規定により報告します。

記

議案第 ９９号 川崎市児童福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１００号 川崎市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準等に関す

る条例の一部を改正する条例の制定について （原案可決）

議案第１０１号 川崎市競輪場内売店使用条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１１６号 港湾施設の指定管理者の指定について 

（原案可決）

議案第１１８号 平成２５年度川崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算 

（原案可決）

議案第１２２号 平成２５年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 

（原案可決）
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平成２５年９月２７日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            健康福祉委員長 

露 木 明 美

健康福祉委員会審査報告書（議案）

  本委員会に付託された下記の議案を審査の結果、次のとおり決定したので、会議 

 規則第７７条の規定により報告します。

記

議案第１０２号 川崎市社会福祉審議会条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１０３号 川崎市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例の一部を改正

する条例の制定について （原案可決）

議案第１０４号 川崎市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準

等に関する条例の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１０５号 川崎市国民健康保険条例等の一部を改正する条例の制定について

（原案可決）

議案第１１２号 かわさき北部斎苑火葬炉設備改修工事請負契約の締結について

（原案可決）

議案第１１４号 川崎市わーくす日進町の指定管理者の指定について

（原案可決）

議案第１１９号 平成２５年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計補正予算

（原案可決）

議案第１２０号 平成２５年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計補正予算

（原案可決）
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議案第１２１号 平成２５年度川崎市介護保険事業特別会計補正予算

（原案可決）
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平成２５年９月３０日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            まちづくり委員長

松 原 成 文

まちづくり委員会審査報告書（議案）

  本委員会に付託された下記の議案を審査の結果、次のとおり決定したので、会議 

 規則第７７条の規定により報告します。

記

議案第１０７号 仮称富士見公園長方形競技場北スタンド新築工事請負契約の締結に

ついて （原案可決）

議案第１１３号 小向住宅新築第２号工事請負契約の締結について

（原案可決）

議案第１１５号 市道路線の認定及び廃止について

（原案可決）
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                             平成２５年９月２６日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                         決算審査特別委員長 

吉 田 史 子

決算審査特別委員会審査報告書（議案）

  本委員会に付託された下記の議案を審査の結果、次のとおり決定したので、会議 

 規則第７７条の規定により報告します。

記

議案第１２３号 平成２４年度川崎市一般会計歳入歳出決算認定について 

                              （認  定） 

議案第１２４号 平成２４年度川崎市競輪事業特別会計歳入歳出決算認定につい 

        て                     （認  定） 

議案第１２５号 平成２４年度川崎市卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認定に 

        ついて                   （認  定） 

議案第１２６号 平成２４年度川崎市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認 

        定について                 （認  定） 

議案第１２７号 平成２４年度川崎市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳 

        出決算認定について             （認  定） 

議案第１２８号 平成２４年度川崎市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

認定について                （認  定） 

議案第１２９号 平成２４年度川崎市公害健康被害補償事業特別会計歳入歳出決 

算認定について               （認  定） 

議案第１３０号 平成２４年度川崎市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定に 

        ついて                   （認  定） 

議案第１３１号 平成２４年度川崎市港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定に 

ついて                   （認  定） 

議案第１３２号 平成２４年度川崎市勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決算 

認定について                （認  定） 

議案第１３３号 平成２４年度川崎市墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認定に 

ついて                   （認  定） 
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議案第１３４号 平成２４年度川崎市生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳出決 

算認定について               （認  定） 

議案第１３５号 平成２４年度川崎市公共用地先行取得等事業特別会計歳入歳出 

決算認定について              （認  定） 

議案第１３６号 平成２４年度川崎市公債管理特別会計歳入歳出決算認定につい 

        て                     （認  定） 

議案第１３７号 平成２４年度川崎市病院事業会計決算認定について 

                              （認  定） 

議案第１３８号 平成２４年度川崎市下水道事業会計の利益処分及び決算認定に 

        ついて               （原案可決及び認定） 

議案第１３９号 平成２４年度川崎市水道事業会計の利益処分及び決算認定につ 

        いて                （原案可決及び認定） 

議案第１４０号 平成２４年度川崎市工業用水道事業会計の利益処分及び決算認 

        定について             （原案可決及び認定） 

議案第１４１号 平成２４年度川崎市自動車運送事業会計決算認定について 

                              （認  定） 

議案第１４２号 平成２４年度川崎市高速鉄道事業会計決算認定について 

                              （認  定） 
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平成２５年９月３０日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            総 務 委 員 長 

尾 作  均

総 務 委 員 会 審 査 報 告 書 （ 請 願 ）

  本委員会に付託された下記の請願を審査の結果、次のとおり決定したので、会議

 規則第７７条及び第９４条の規定により報告します。

記

請願第６１号 「学校施設開放における体育館利用の受益者負担の適正化」における

子どもが主体の団体使用に対する減免処置に関する請願

（採  択）

請願第６３号 「学校施設開放における体育館利用時諸経費の受益者負担の適正化」

に関して、小学生対象利用団体に対する適用免除・減免の措置に関す

る請願  （採  択）
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平成２５年９月３０日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            健康福祉委員長 

                              露 木 明 美

健康福祉委員会審査報告書（請願）

  本委員会に付託された下記の請願を審査の結果、次のとおり決定したので、会議

 規則第７７条及び第９４条の規定により報告します。

記

請願第６７号 国に対して、年金２．５％の削減中止を求める意見書の提出に関する

請願 （不 採 択）

請願第６９号 川崎福祉センターの改築時に特別養護老人ホームを併設することに関

する請願 （採  択）

24



平成２５年９月３０日 

  川 崎 市 議 会 議 長

     浅 野 文 直 様

                            まちづくり委員長 

                              松 原 成 文

まちづくり委員会審査報告書（請願）

  本委員会に付託された下記の請願を審査の結果、次のとおり決定したので、会議

 規則第７７条及び第９４条の規定により報告します。

記

請願第３８号 都市再生機構賃貸住宅（旧公団住宅）を公共住宅として継続し、居住

者の居住の安定を求める意見書提出に関する請願

（取り下げ）
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閉会中の継続審査及び調査申し出一覧表

     平成２５年１０月３日 

《 総 務 委 員 会 》 

請願第２６号、５４号、５８号、６５号 

陳情第４号、２０号、３０号、４０号、４２号、５９号、６０号、９３号、１０９号、１１１号

 総務局、総合企画局、財政局、教育委員会及びその他の行政について 

《 市 民 委 員 会 》 

請願第８号、１６号、６６号

陳情第９号、１４号、３９号、６２号、６７号、７７号、８０号、１１０号、１１７号

 市民・こども局、経済労働局及び港湾局の行政について 

《 健 康 福 祉 委 員 会 》 

請願第１１号、１８号、３５号、３７号、４８号、６２号

陳情第１号、１３号、２２号、９６号、９９号、１００号

 健康福祉局、病院局及び消防局の行政について 

《まちづくり委員会》 

請願第４号、９号、１４号、１５号、２０号、３９号、４６号、４９号、５０号、５３号、 

６４号 

陳情第２号、８号、２８号、５５号、５６号、６１号、６６号、１０４号、１１２号、１１５号、

１１６号、１１９号 

まちづくり局及び建設緑政局の行政について 

《 環 境 委 員 会 》 

 請願第２７号、４５号 

 陳情第７８号 

 環境局、上下水道局及び交通局の行政について 

《 議 会 運 営 委 員 会 》  

 陳情第９１号 

議会の運営に関する事項 

 議会の会議規則、委員会に関する条例等に関する事項 

議長の諮問に関する事項 
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議会運営検討協議会第６回報告書（抜粋） 

【請願・陳情提出者に対する委員会における意見陳述の機会の付与】 

１ 検討結果 

  当協議会では、本件について調査・検討を行い、議論を重ねたが、委員か

ら、請願者の趣旨説明を実施すべきとの意見、実施の必要はないとの意見、

既存の制度（参考人制度及び請願紹介議員の趣旨説明制度）を活用すべきと

の意見等があり、協議会として意見の一致に至らなかったため、各委員の意

見をもって協議会の報告に代える。 

  なお、協議会では、請願者の趣旨説明を実施した場合の具体的取扱いにつ

いて継続して協議を行い、これを「請願者の趣旨説明の取扱い（素案）」と

して取りまとめたので、あわせて報告する。 
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議会運営の手引き新旧対照表（案）

【請願・陳情の審査等の取扱いに関する部分の改正】 

改正案 現 行

第１０章 請願、陳情等 

 第１節 請願、陳情 

（略） 

１９４ 請願、陳情の付託委員会は、議長が正副委員長会議に諮って決

める。（事前に関係局と協議し、所管局を調整している。）

なお、次の各号のいずれかに該当すると議長が判断するときは、正

副委員長会議で確認の上、委員会付託をしないこととする。

陳情の取り扱いについて 

（略） 

８ 趣旨、理由等が明確に記載されていないもの 

９ 提出者が県外のもの 

１０ 前各号のほか、委員会付託になじまないと議長が認めたもの 

（略） 

第１０章 請願、陳情等 

 第１節 請願、陳情 

（略） 

１９４ 請願、陳情の付託委員会は、議長が正副委員長会議に諮って決

める。（事前に関係局と協議し、所管局を調整している。）

なお、次の各号のいずれかに該当すると議長が判断するときは、正

副委員長会議で確認の上、委員会付託をしないこととする。

陳情の取り扱いについて 

（略） 

８ 趣旨、理由等が明確に記載されていないもの 

９ 前各号のほか、委員会付託になじまないと議長が認めたもの 

（略） 
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議会運営検討協議会

報  告  書 

第７回 

【報告事項】 

◆ 市長の決算審査特別委員会への出席 

  平成２５年９月３０日 

川崎市議会議会運営検討協議会   



- 1 -

議会運営検討協議会第７回結果等報告書 

１ 検討結果 

  当協議会では、本件について調査・検討を行ったところ、次のとおり、協

議会としての結論に至った。 

  なお、この結論に対して、委員から慎重な立場の意見もあったことを付記

する。 

 (1) 現行の決算審査特別委員会に市長の出席を求めるのではなく、分科会方

式の導入や総括質疑の実施など、決算審査のあり方の見直しを行うべきで

ある。 

 (2) 市長は、決算審査特別委員会の全体会（提案説明及び総括質疑の２日

間）へ出席することとすべきである。 

  また、協議会では、決算審査に関する見直しのあり方について協議を行い、

これを「決算審査に関する見直し（案）」として取りまとめたので、あわせ

て報告する。（詳細は、６ページから１６ページの「決算審査に関する見直

し（案）」参照） 

２ 議論の概要 

 (1) 決算審査の見直しの必要性 

ア 現状 

   ・ 現状の決算審査特別委員会は、議員選出の監査委員２名を除く議員

をもって構成され、決算議案（一般・特別・企業会計）は、通常、９

月議会に提出される。 

   ・ 決算審査特別委員会は、本会議における代表質問終了後に設置され、

通常、５日間（説明１日、審査４日）開催され、決算審査特別委員会

での決算議案の説明の後、議案審査の前日までに、議案研究日を３日

間設けている。 

   ・ 決算議案は、本会議では、代表質問の対象とし、市長が概要を説明

する。なお、決算審査特別委員会では、財政局長が初日に説明をして

いる。 

   ・ 決算審査特別委員会の説明員は、通常、副市長、病院事業管理者、

上下水道事業管理者、各局長、こども本部長及び会計管理者とし、監

査委員は、全委員会に出席している。 

   ・ それ以前は、企業会計の決算審査を９月議会において、一般・特別

会計の決算審査を１２月議会において、それぞれ決算審査特別委員会

を設置して行っていたが、平成１６年の９月議会から、一般会計・特

別会計・企業会計を一本化して審査を行うこととした。 

   ・ 上記の見直しは、平成１５年４月から総合財政システムが導入され
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議会運営検討協議会第７回結果等報告書 

決算審査書類の一部が電子化されたことに伴い、それまでの決算審査

特別委員会で行われていた書類審査のあり方を見直すとともに、決算

審査を来年度の予算に反映させることのできる時期に行うべきとの検

討結果を反映して、決算審査を９月議会に一本化する見直しを図った

ものである。 

  イ 検討内容 

   ・ 市長は、予算執行の責任者であり、決算審査の内容の来年度予算へ

の反映を行う観点からも、市長は決算審査特別委員会に出席すべきで

あると思うが、決算審査のこれまでの経緯の検証や、あり方などにつ

いて協議、確認した上で、市長の出席の是非について議論すべきであ

る。 

   ・ 現状における決算審査特別委員会の質疑では、決算審査とは異なる

方向性の内容になっているものも見受けられ、決算審査といいつつも、

必ずしも決算に関する質疑とはなっておらず、決算議案に関連した質

疑として一般質問と同様の内容の質問が見受けられる。 

   ・ また、現在の審査方法では、代表質問が行われた後に決算審査特別

委員会が開催されているため、代表質問で決算議案の概要等について

市長に質問をすることは可能であるが、来年度予算への反映など、決

算審査特別委員会での審査を踏まえた上での質問を市長にすることが

できない。 

   ・ このため、現在の決算審査のあり方を見直し、決算審査に当たって

は、一般質問と差異を設け、決算議案を詳細に審査するために、決算

審査特別委員会に分科会方式を導入して、決算審査に特化させた専門

性のある審査方法に改めるべきと考える。 

・ その上で、総括質疑を行い、来年度予算への反映などの質問のため、

総括質疑に市長が出席する方式とすることが、決算審査の運営として

ふさわしいと考える。 

 (2) 決算審査に関する見直しの具体的な検討 

  ア 全体の審査日程 

   ・ 基本的な流れは現行どおり代表質問終了後、決算審査特別委員会を

設置して、全体会での提案説明、分科会審査、全体会での総括質疑・

採決の順で行う。 

  イ 分科会についての検討 

   ・ 分科会の設置数、構成等については、他都市では２分科会又は３分

科会とする例や、常任委員会の設置数と同様にする例が見られるが、

本市で２や３の分科会を設置する場合は、１分科会あたりの委員数が

20～３０人程度と多くなり、現状の委員会室では物理的な収容能力

が不足するため分科会の開催場所の確保に課題があることや、分科会

の所管や委員構成をどのように設定するかなど、協議、解決すべき課

題が多くある。 
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議会運営検討協議会第７回結果等報告書 

・ 一方で、これまで本市議会では、常任委員会を主体として議会活動

を行っており、これらのことを総合的に考慮すると、現行の常任委員

会を基とした分科会構成とすることが、最も現実的な対応と考えられ

る。 

・ 以上のことから、分科会の設置数は、常任委員会と同数の５分科会

とし、委員構成や所管等は常任委員会に準ずることとし、また、分科

会委員には当該常任委員会委員を充て、分科会の正副会長には常任委

員会正副委員長がそれぞれ就任することとすべきである。 

   ・ 分科会委員の差し替えについては、これを認めるべきとの考え方も

あるが、関係理事者の出席、会派内での意見調整などにより対応でき

ることから、行わないこととする。 

   ・ 分科会での審査は、実行計画に基づく基本政策ごとに各分科会で審

査を行う方法などの考えもあるが、決算審査は各局所管の予算に対し

て行うものであるため、あくまで決算書に基づき審査を行うことが基

本と考え、局別に行うべきである。 

・ 各分科会の開催日数については、日数を１日とした場合は、総務分

科会のように所管する局数が多い分科会では審査日数が不足すると考

えられるため、2 日間は必要である。また、それぞれの分科会の所管

事項を考慮して、分科会によって開催日数を増減させる考え方もある

が、より多くの審査時間を確保し決算審査を行う観点から、全分科会

とも 2 日間の開催とすべきである。 

・ 各分科会の審査時間は、全審査日ともおおむね午前１０時から午後

3 時までとし、理事者側の職員の出席が見込まれる時間帯をあらかじ

め明示しておくために、午前１０時から１２時までと、午後１時から

午後３時の時間帯に、審査の対象となる局を、事前に割り振ることと

すべきである。 

・ 分科会の審査日程については、全分科会の同時開催や、１日１分科

会の開催などさまざまな方法が考えられる。分科会の審査は局別に行

うが、質疑によっては、一つの局の所管にとどまらず、的確な答弁の

ために関係理事者の出席が必要となることも想定される。 

 そのため、施策の関連性が強い局は異なる審査日程として、関係理

事者の出席の調整が容易になるようにすべきである。また、議員傍聴

への配慮も必要であるため、その点からも、異なる審査日程とすべき

である。 

・ 一方では、審査の効率性に対しても配慮が必要であり、会期日数の

長期間の延長は避けるべきである。以上の点を総合的に考慮すると、

分科会の同時開催を一定程度行うべきと考えられ、具体的には、総務

分科会は単独の開催とし、関係理事者の調整を考慮して、市民分科会

とまちづくり分科会との同時開催、健康福祉分科会と環境分科会との

同時開催とすべきである。 

・ 分科会における発言時間については、分科会の決算審査においては、
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各局が所管する決算全体が審査対象であり、施策全体が質疑対象とな

ることから、円滑な分科会の運営のために何らかの時間設定が必要と

なる。 

 現状の決算審査特別委員会では、答弁を含め１人当たり３０分以内

とされているが、より詳細な決算審査を行う観点から、１人当たり１

日２０分以内、２日間で１人当たり４０分以内と発言時間を設定すべ

きである。また、時間の計測は議会局職員が行うこととする。 

・ 分科会における発言通告については、分科会の決算審査においては、

施策全体が質疑対象となるため、理事者側の答弁の事前準備に配慮す

る必要がある。また、関係理事者の出席の必要性を事前整理するため

にも、事前の発言通告が必要である。これらのことから、分科会で発

言をするに当たっては、発言通告制を導入することとし、発言通告書

には、質疑の項目、及び所管局を通告することとすべきである。 

   ・ 出席理事者の範囲は、常任委員会と同様に局長以下の職員とし、発

言通告のない局は出席しないこととする。また、必要に応じて関係理

事者として、所管局以外の職員の出席を求めることを可とする。 

   ・ 区役所職員の出席は、区調整課を所管する市民・こども局を分担す

る市民分科会とし、市民・こども局の審査の際に、発言通告の内容に

応じて出席する。なお、通告があった場合は、他の関係理事者と同様

に、市民分科会以外の分科会においても出席できることとする。 

   ・ 分科会での審査後に総括質疑をすることとなるため、議案一体の原

則も考慮して、分科会での採決は行わないこととすべきである。 

ウ 総括質疑についての検討 

・ 総括質疑は、会派代表制とし、発言者は各会派１名ずつとする。ま

た、従来の決算審査特別委員会では、全議員が全決算議案を対象とし

て質疑を行うことができていたことを考慮して、無所属議員も総括質

疑を行えることとすべきである。 

・ 総括質疑の発言時間は、３３０分を総時間として、所属議員数に応

じた比例配分を基本的な配分方法とすべきであるが、単純に比例配分

すると１人あたり５.５分となるため、無所属議員の場合は発言時間

が不足するおそれがあると思われる。 

 そのため、無所属議員については、１人１０分以内を発言時間とし、

会派の発言時間については、総時間３３０分から無所属議員の発言時

間を除いた残時間を、各会派に比例配分することとすべきである。 

   ・ 総括質疑における出席理事者の範囲は、決算議案という重要事項に

関する質疑のため、通告のない局についても出席することとし、現状

の決算審査特別委員会の出席理事者に市長を追加する。なお、各区長

については発言通告があった場合のみ出席する。 

エ その他の検討 

・ 議員選出の監査委員については、決算審査特別委員会において監査

委員として答弁する必要があることや、監査委員と決算の特別委員の
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立場を区分して活動することは困難であること、公正かつ詳細な審査

に疑義をもたれるおそれがあること等を考慮して、従前のとおり、決

算審査特別委員会の構成からは除外すべきである。 

・ そのため、議員選出の監査委員が所属する会派は、常任委員会の正副

委員長の人選に当たっては、議員選出の監査委員以外の者が就任するよ

うに配慮することなどを基本的な対応とするが、会派の事情により、そ

のような配慮ができない場合があり得ることを考慮して、常任委員会の

委員長が議員選出の監査委員であるときは、分科会の会長は当該常任委

員会の副委員長が会長となるなどの対応を行うこととすべきである。 

 (3) 決算審査の見直しに慎重な意見 

  ・ 議会運営委員会からの当協議会への検討依頼は「市長の決算審査特別

委員会への出席について」であり、決算審査の見直しの議論・検討を行

うことは、依頼の範囲を超えていると考える。 

・ 決算の質疑が一般質問と変わらないのではないかとの問題提起につい

ては同意するが、そもそも、これらの課題の原因は、現行の決算審査特

別委員会の形式にあるのではなく、議員個人の意識によるものである。

したがって、課題の解決に当たっては、現状の決算審査特別委員会にお

ける審査の形式を変えることにより対応するのではなく、個人個人の質

疑の仕方を変えることにより改善を図るべきである。 

  ・ 決算審査に関する見直し（案）では、決算議案を細分化して、所管局

ごとに審査を行う分科会方式を導入することとなるが、議会における決

算審査は、スペシャリストである監査委員の審査と異なり、予算の執行

状況が適正かどうかを確認するだけのものではなく、ゼネラリストとし

て、幅広い観点から審査を行うためのものであると考えるため、全会計

を対象とした質疑が可能な現行の決算審査を継続すべきである。 

  ・ 分科会では発言通告を行うこととしているが、分科会形式では、通告

した質問の関連で、通告以外に質問が及んだ場合などの対応、また、所

属分科会以外の局へ質問が及ぶ場合などに柔軟な対応が困難で、横断的

な質問が行えなくなる懸念がある。 

  ・ 市民分科会で区役所費を審査することとする見直しについては、他の

分科会で各区の固有の課題などの質問がしづらくなり、各区から選出さ

れている議員にとり、地域の課題に対する質問の制約につながることに

なりかねない。 

  ・ 現状の審査方法は、少数会派や無所属議員に対して会派所属議員と同

様の環境で質疑が行えるように配慮されているとともに、全議員で決算

議案の質問や意見を共有できる面があるが、分科会方式にすることで、

これらの良い面が損なわれることになる。 

・ 予算執行の責任者である市長の決算審査特別委員会への出席に異論は

ないが、以上のことから、決算審査の見直しには反対であり、現行の決

算審査特別委員会に市長の出席を求めるべきである。 
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３ 決算審査の見直しについての具体的な内容 

決算審査の見直しに関する詳細は、次のとおりである。 

決算審査に関する見直し（案）

１ 全体の審査日程 

  別紙、「決算議会会期日程（案）」参照 

 (1) 決算議案を代表質問の対象とする。 

 (2) 代表質問２日目に決算審査特別委員会を設置し、決算等議案を付託する。 

 (3) 代表質問２日目の翌日に、決算審査特別委員会（全体会第１日）を開催

し、正副委員長の互選の後、財政局長から決算等議案の説明を受け、分科

会を設置する。 

 (4) (3)の決算審査特別委員会（全体会第１日）の終了後、２日間議案研究

日を設ける。 

 (5) (4)の議案研究日の１日目の午後１時に、分科会質疑の発言通告を設け

る。 

 (6) 常任委員会の構成に準じた分科会を開催し、局別に決算等議案の審査を

行う。 

 (7) 分科会審査終了後、４日間議案研究日を設ける。 

 (8) (7)の議案研究日の１日目の午後１時に、総括質疑の発言通告を設ける。 

 (9) 決算審査特別委員会（全体会第２日）を開催し、分科会報告、総括質疑、

採決を行う。 

２ 分科会関係 

 (1) 所管、構成等 

   常任委員会に準じる。会長及び副会長は、それぞれ常任委員会の正副委

員長をもって充てる。 

   一般会計歳入歳出決算認定に関する議案は、所管局ごとに分科会で分担

し、特別会計歳入歳出決算認定及び企業会計歳入歳出決算認定に関する議

案は、所管する分科会の分担とする。 

   別紙、「分科会の議案の分担（案）」及び「決算議案の所管」参照 

 (2) 開催日数 

   次のとおり、１日１分科会開催又は２分科会同時開催とし、１分科会当

たり２日、計６日間開催する。 

   １日目、４日目：総務分科会 

   ２日目、５日目：市民分科会、まちづくり分科会 

   ３日目、６日目：健康福祉分科会、環境分科会 
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 (3) 局別審査の順番 

  ア 総務分科会 

１日目 10 時～12 時(総務局)、13 時～15 時(教育委員会) 

   ４日目 10 時～12 時(総合企画局)、13 時～15 時(財政局その他の局) 

  イ 市民分科会 

２日目 10 時～12 時(市民・こども局)、13 時～15 時(経済労働局) 

   ５日目 10 時～12 時(こども本部)、13 時～15 時(港湾局) 

  ウ 健康福祉分科会 

 ３日目 10 時～12 時、13 時～15 時(健康福祉局) 

   ６日目 10 時～12 時(消防局）、13 時～15 時(病院局) 

  エ まちづくり分科会 

 ２日目 10 時～12 時、13 時～15 時(まちづくり局) 

   ５日目 10 時～12 時、13 時～15 時(建設緑政局) 

  オ 環境分科会 

 ３日目 10 時～12 時、13 時～15 時(環境局) 

   ６日目 10 時～12 時(上下水道局)13 時～15 時(交通局) 

 (4) 開催場所 

  ア 総務分科会    ６０１・６０２会議室 

  イ 市民分科会    ６０１・６０２会議室 

  ウ 健康福祉分科会  ６０１・６０２会議室 

  エ まちづくり分科会 ５０２会議室 

  オ 環境委員会    ５０２会議室 

   別紙、「分科会を開催する委員会室・分科会の局別審査の順番」参照 

 (5) 出席理事者 

   常任委員会に準じ、通常、局長以下の職員が出席する。 

   発言通告のない局は出席しない。 

 (6) 発言時間（努力目標時間） 

  ア 答弁を含めおおむね１人１日２０分程度、２日間合計４０分程度とす

る。 

  イ 時間計測は、議会局職員が行う。 

 (7) 区役所予算の審査 

   市民分科会の市民・こども局の審査の際に、区役所職員が出席する。 

   発言通告があった場合のみ、区長以下の職員が出席する。 

 (8) 質疑方法 

   一問一答による質疑方法とする。 

 (9) 発言順序 

   おおむねその会期の発言の会派順位によるが、審査の効率性を考慮して、

理事者の交代が少なくなるよう、発言順序を変更することができる。 

 (10)発言通告 

   質疑の項目、所管局を通告する。 

 (11)分科会での採決 
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   分科会では質疑のみ行い、採決は行わない。 

３ 総括質疑関係 

 (1) 開催日数 

   １日開催する。 

 (2) 出席理事者 

  市長、副市長、病院事業管理者、上下水道事業管理者、各局長、会計管

理者、各区長、こども本部長、監査委員とする。 

   ただし、区長は、発言通告があった場合のみ出席する。 

 (3) 発言者 

   各会派１人ずつ、無所属議員 

 (4) 発言時間（努力目標時間） 

   発言時間は、総時間を答弁を含め３３０分とし、次のとおり各会派及び

無所属議員に割り振る。 

  ア 会派 

    総括質疑の総時間３３０分から無所属議員の発言時間を除いた残時間

を、各会派の所属議員数により比例配分する（答弁を含む。）。 

  イ 無所属議員 

    答弁を含めおおむね１人１０分程度とする。 

 (5) 質疑方法 

   質疑及び答弁は、それぞれ一括して行う。 

 (6) 発言順序 

   その会期の発言の会派順位による。 

   無所属議員は全会派の質疑終了後に発言することとし、無所属議員が複

数いる場合は、相互の話し合いにより順序を決める。 

 (7) 発言場所 

   質疑・答弁とも自席で行う。 

 (8) 発言通告 

   質疑の項目を通告する。 

 (9) 意見・要望の取扱い 

   質疑の際に、意見・要望をあわせて行う。 

４ 分科会報告関係 

  分科会報告は、口頭により主な質疑項目を報告する。 

５ 討論関係 

  総括質疑の際に、意見・要望をあわせて行うため、決算審査特別委員会で

は討論は行わない（必要があれば、会派の判断により、本会議で討論を行

う。）。 

６ 採決関係 
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  まず、全会一致の議案を一括して採決し、次に、それ以外の議案を、順次

採決する（結論が同一の議案は一括して採決する。）。 

  一般会計決算議案は、議案一体の原則により、議案を分けずに採決する。 

７ 全体会第１日（決算内容の説明）関係 

  出席理事者は、市長、副市長、病院事業管理者、上下水道事業管理者、各

局長、会計管理者、各区長、こども本部長、監査委員とする。 

８ 議員選出の監査委員の取扱い 

 (1) 決算審査特別委員会は、議員選出の監査委員２人を除く議員をもって構

成する。 

 (2) 議員選出の監査委員が常任委員会の委員長又は副委員長に就任している

ときの、分科会の会長又は副会長の選任に関する取扱い等は、別紙、「議

員選出の監査委員の取扱い（案）」参照 

９ その他、従来の取扱いを変更しない点 

 (1) 本会議では、市長から決算議案の概要の説明を受け、決算議案を代表質

問の対象とすること。また、決算審査特別委員会への付託は議長から諮り、

付託表は配布しないこと。 

 (2) 決算審査特別委員会の初日は、議長が口頭で招集すること。また、２日

目以降の委員長名による開催通知文書は、省略すること。 

 (3) 正副委員長の互選は、議長の指名推選の方法によること。 

 (4) 決算審査特別委員会の質疑（分科会を含む。）において、常任委員会又

は議会運営委員会で審査中の請願・陳情に触れる場合は、委員会の審査権

を尊重するものとすること。 

 (5) 全体会の開催場所は、議場とし、会議の開会、休憩、再開、閉会は、本

会議と同様、電鈴で報ずること。 

 (6) 本会議における委員長報告は省略すること。 
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日 曜日 本会議 委員会等 摘　　　　　　　　　　　　　　　要 日 曜日 本会議 委員会等 摘　　　　　　　　　　　　　　　要

1 9/3 月
本 会 議
 (第１日）

提案説明等 1 9/3 月
本 会 議
 (第１日）

提案説明等

2 4 火 2 4 火

3 5 水
（審査中の請願・陳情にかかわる質問の

通告締切日　午後３時）
（第１回請願・陳情締切日　午後５時）

3 5 水
（審査中の請願・陳情にかかわる質問の

通告締切日　午後３時）
（第１回請願・陳情締切日　午後５時）

4 6 木
（議会運営
委 員 会 ）

（代表質問発言通告締切日　午後１時） 4 6 木
（議会運営
委 員 会 ）

（代表質問発言通告締切日　午後１時）

5 7 金 5 7 金

6 8 土 6 8 土

7 9 日 7 9 日

8 10 月 8 10 月

9 11 火 9 11 火

10 12 水
本 会 議
 (第２日）

代表質問① 10 12 水
本 会 議
 (第２日）

代表質問①

11 13 木
本 会 議
 (第３日）

正 副 委 員長
会 議

代表質問②等、
決算審査特別委員会設置、決算等議案付
託

11 13 木
本 会 議
 (第３日）

正 副 委 員長
会 議

代表質問②等、
決算審査特別委員会設置、決算等議案付
託

12 14 金
決 算 審 査
特別委員会

正副委員長互選、決算等議案説明 12 14 金
決 算 審 査
特別委員会

正副委員長互選、決算等議案説明、分科
会設置

13 15 土 13 15 土

14 16 日 14 16 日

15 17 月 敬老の日 15 17 月 敬老の日

16 18 火 (議案研究) 16 18 火 (議案研究)
　　 (決算審査特別委員会
　　　分科会発言通告締切日 午後１時）

17 19 水 (議案研究)
　　　 (決算審査特別委員会
　　　　　　発言通告締切日 午後１時）

17 19 水 (議案研究)

18 20 木 (議案研究) 18 20 木
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（総務分科会）

19 21 金
決 算 審 査
特別委員会

審査 19 21 金
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（市民分科会、まちづく
り分科会）

20 22 土 秋分の日  20 22 土 秋分の日

21 23 日 21 23 日

22 24 月
決 算 審 査
特別委員会

審査 22 24 月
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（健康福祉分科会、環境
分科会）

23 25 火
決 算 審 査
特別委員会

審査 23 25 火
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（総務分科会）

24 26 水
決 算 審 査
特別委員会

審査、採決 24 26 水
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（市民分科会、まちづく
り分科会）

25 27 木 委 員 会 25 27 木
決 算 審 査
特別委員会

分科会局別審査（健康福祉分科会、環境
分科会）

26 28 金 委 員 会 26 28 金 (議案研究)
　 (決算審査特別委員会
　　総括質疑発言通告締切日 午後１時）

27 29 土 27 29 土

28 30 日 28 30 日

29 10/1 月
(討論発言通告締切日　午後３時）

(第２回請願・陳情締切日　午後５時）
29 10/1 月 (議案研究)

30 2 火
議 会 運 営
委 員 会

30 2 火 (議案研究)

31 3 水
本 会 議
 (第４日）

正 副 委 員長
会 議

委員長報告、討論、採決等 31 3 水 　 (議案研究)

32 4 木
決 算 審 査
特別委員会

分科会報告、総括質疑、採決

33 5 金 委 員 会

34 6 土

35 7 日

36 8 月

37 9 火 委 員 会

38 10 水
(討論発言通告締切日　午後３時）

(第２回請願・陳情締切日　午後５時）

39 11 木
議 会 運 営
委 員 会

40 12 金
本 会 議
 (第４日）

正 副 委 員長
会 議

委員長報告、討論、採決等

見　　直　　し　　案

決　算　議　会　会　期　日　程　（案）
現　　　　行
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分科会の議案の分担（案） 

総務分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定について（総務局、総合企画局、財

政局及び教育委員会の所管分、並びに他の分科会の所管に属しな

い部分） 

２ 公共用地先行取得等事業特別会計歳入歳出決算認定について 

３ 公債管理特別会計歳入歳出決算認定について 

市民分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定について（市民・こども局、経済労

働局及び港湾局の所管分） 

２ 競輪事業特別会計歳入歳出決算認定について 

３ 卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認定について 

４ 母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算認定について 

５ 港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 

６ 勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決算認定について 

健康福祉分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定について（健康福祉局、病院局及び

消防局の所管分） 

２ 国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

３ 後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

４ 公害健康被害補償事業特別会計歳入歳出決算認定について 

５ 介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

６ 病院事業会計決算認定について 

まちづくり分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定について（まちづくり局及び建設緑

政局の所管分） 

２ 墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認定について 

３ 生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳出決算認定について 

環境分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定について（環境局、上下水道局及び

交通局の所管分） 

２ 下水道事業会計決算認定について 

３ 水道事業会計決算認定について 

４ 工業用水道事業会計決算認定について 

５ 自動車運送事業会計決算認定について 

６ 高速鉄道事業会計決算認定について（※） 

（※）高速鉄道事業会計は、平成２４年度をもって廃止
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決 算 議 案 の 所 管 

議      案 所 管 局 所管分科会 

１ 一般会計歳入歳出決算認定 各所管局 

総務分科会 

市民分科会 

健康福祉分科会 

まちづくり分科会 

環境分科会 

２ 競輪事業特別会計歳入歳出決算認定 経済労働局 市民分科会 

３ 卸売市場事業特別会計歳入歳出決算認定 経済労働局 市民分科会 

４ 
国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

認定 
健康福祉局 健康福祉分科会 

５ 
母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入

歳出決算認定 

市民・こども

局こども本部 
市民分科会 

６ 
後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決

算認定 
健康福祉局 健康福祉分科会 

７ 
公害健康被害補償事業特別会計歳入歳出

決算認定 
健康福祉局 健康福祉分科会 

８ 介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定 健康福祉局 健康福祉分科会 

９ 港湾整備事業特別会計歳入歳出決算認定 港湾局 市民分科会 

10 
勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決

算認定 
経済労働局 市民分科会 

11 墓地整備事業特別会計歳入歳出決算認定 建設緑政局 まちづくり分科会 

12 
生田緑地ゴルフ場事業特別会計歳入歳出

決算認定 
建設緑政局 まちづくり分科会 

13 
公共用地先行取得等事業特別会計歳入歳

出決算認定 
総合企画局 総務分科会 

14 公債管理特別会計歳入歳出決算認定 財政局 総務分科会 

15 病院事業会計決算認定 病院局 健康福祉分科会 

16 下水道事業会計決算認定 上下水道局 環境分科会 

17 水道事業会計決算認定 上下水道局 環境分科会 

18 工業用水道事業会計決算認定 上下水道局 環境分科会 

19 自動車運送事業会計決算認定 交通局 環境分科会 

20 高速鉄道事業会計決算認定（※） 交通局 環境分科会 

（※）高速鉄道事業会計は、平成２４年度をもって廃止
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分科会を開催する委員会室・分科会の局別審査の順番 

分科会の委員会室・局別審査の順番 

１日目、４日目：総務分科会（601･602 会議室）

２日目、５日目：市民分科会（601･602 会議室）、まちづくり分科会（502 会議室）

３日目、６日目：健康福祉分科会（601･602 会議室）、環境分科会（502 会議室）

６０１・６０２会議室 ５０２会議室

１日目

１０時～１２時
総務分科会

（総務局）

１３時～１５時
総務分科会

（教育委員会）

４日目

１０時～１２時
総務分科会

（総合企画局）

１３時～１５時
総務分科会

（財政局その他）

２日目

１０時～１２時
市民分科会

（市民・こども局） まちづくり分科会

（まちづくり局）
１３時～１５時

市民分科会

（経済労働局）

５日目

１０時～１２時
市民分科会

（こども本部） まちづくり分科会

（建設緑政局）
１３時～１５時

市民分科会

（港湾局）

３日目

１０時～１２時
健康福祉分科会

（健康福祉局）

環境分科会

（環境局）
１３時～１５時

６日目

１０時～１２時
健康福祉分科会

（消防局）

環境分科会

（上下水道局）

１３時～１５時
健康福祉分科会

（病院局）

環境分科会

（交通局）
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議員選出の監査委員の取扱い（案） 

１ 決算審査特別委員会は、議員選出の監査委員を除く全議員で構成する。 

２ 会派として、少なくとも１人の委員が分科会で質疑を行えるよう、議員選出

の監査委員が所属する会派は、次の取扱いにより人選を行うよう努めることと

する。 

 (1) 議員選出の監査委員が所属する会派は、常任委員会の正副委員長の人選に

当たっては、議員選出の監査委員以外の者が就任するように配慮する。 

 (2) 議員選出の監査委員が所属する会派は、一つの委員会に所属する委員が、

委員長及び議員選出の監査委員のみにならないように配慮する。 

３ 会派の事情により、上記２の取扱いにより人選できない場合は、次の取扱い

による。 

 (1) 常任委員会の委員長が議員選出の監査委員であるときは、分科会の会長は、

当該常任委員会の副委員長が務め、分科会の副会長は、当該常任委員会の委

員長と同一会派に属する委員が務める。 

 (2) 常任委員会の副委員長が議員選出の監査委員であるときは、分科会の副会

長は、当該常任委員会の副委員長と同一会派に属する委員が務める。 

 (3) 上記(1)及び(2)の方法によっても、監査委員の所属する会派から分科会の

会長又は副会長を選出できない場合は、当該常任委員会に所属する他の会派

の委員から年長の順により会長又は副会長を選出する。 

 (4) 上記(1)及び(3)により就任した分科会の会長は、当該分科会で質疑を行う

ことができる。 

 (5) 会派内で一つの常任委員会に所属する委員が、委員長及び議員選出の監査

委員のみとなる場合は、当該分科会の会長は、分科会で質疑を行うことがで

きる。 

 (6) 上記(4)及び(5)により会長が質疑を行うときは、会長は副会長と交代し、

副会長が会長の職務を行う。 
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決算審査特別委員会分科会発言通告書

平成  年  月  日

     分科会長 様

氏 名            

発 言 の 要 旨 局  名

１

２

３

４

５

6 

7 

8 
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決算審査特別委員会総括質疑発言通告書

平成  年  月  日

決算審査特別委員長 様

会 派 名           

総括質疑者

氏   名           

発 言 の 要 旨
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【平成２３年実績】

審査委員会
（委員会数）

審査日数等
市長の出席
（日数）

札幌市
特別委員会
（２）

９日
（正副委員長互選等１日、質疑７日、討論・採決１日） △

仙台市
特別委員会
（１）

７日（※１）
（審査５日、総括質疑、討論・採決１日、予備日１日含む）

◎
（７日※１）

さいたま市
特別委員会
（１）

11日
（正副委員長互選1日、決算特別委員会運営に関する申し合わせ
の確定、審査日程の決定、資料要求審査１日、概況説明、議案説
明、監査報告、参考人意見聴取１日、常任委員会所管別審査７
日、討論・採決１日）

×

千葉市
特別委員会
（分科会２）

５日
（正副委員長互選・総括説明１日、分科会審査３日、分科会報告
（一覧表にして配付）・意見表明・採決1日）

×

横浜市
特別委員会
（２）

８日
（審査日程等協議 １日、総合審査〔２委員会合同〕１日、局別審査
〔第一、第二特別委員会それぞれ〕５日、採決１日）

○
（２日）

相模原市
特別委員会
（分科会５）

７日
（正副委員長互選・分科会付託１日、分科会審査５日（１分科会当
たり１～２日）、審査報告・採決１日）

×

新潟市

特別委員会（一・特）
（分科会２）

常任委員会（企業）
（２）

７日（一般会計、特別会計）
（副市長総括説明・監査委員の意見書説明・総括質疑１日、分科
会説明・質疑４日、分科会意見集約１日、分科会委員長報告・質
疑・意見要望（各会派１人ずつの討論）・採決１日）
２日（企業会計）
（審査１日、意見・要望・採決１日）

×

静岡市
常任委員会
（６）

２日 ×

浜松市
常任委員会
（５）

２日 ×

名古屋市
常任委員会
（６）

６日（各常任委員会、同日一斉開催）
（説明１日、質疑〔資料要求含む〕２日、総括質疑２日、意思決定１
日）

△
（※２）

京都市
特別委員会
（分科会３）

11日
（正副委員長互選等１日、局別質疑６日〔３分科会同時開会〕、書
類調査１日、市長総括質疑２日、討論結了１日）

○
（２日）

大阪市

特別委員会（一般）
（１）

特別委員会（企業）
（１）

それぞれ８日程度
（正副委員長互選・説明１日、実地調査（施設視察）１日、質疑５
日、態度決定（採決）１日）

△

堺市
特別委員会
（分科会６）

６日
（全体会議〔正副委員長互選、分科会設置〕 １日、各分科会審査
〔２分科会ごと〕３日、全体会議〔分科会報告、総括質疑、討論、採
決〕２日）

○
（３日 ※３）

神戸市
特別委員会
（分科会３）

11日
（正副委員長互選、分科会審査日程協議等１日、各分科会審査７
日、総括質疑１日、意見表明１日、意見決定１日）

○
（１日）

政令指定都市での決算審査における市長の出席状況一覧
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審査委員会
（委員会数）

審査日数等
市長の出席
（日数）

岡山市
特別委員会
（３）

一般会計決算審査特別委員会　８日
（正副委員長互選１日、局単位で質疑７日（審査最終日に採決））
特別会計決算審査特別委員会　５日
（正副委員長互選１日、各決算ごと質疑・採決４日）
企業会計決算審査特別委員会　４日
（正副委員長互選１日、各決算ごと質疑・採決３日）

×

広島市
特別委員会
（分科会３）

６日
（決算概要説明等１日、総括質疑１日、分科会審査〔１分科会で２
日間審査、１日２分科会同時開催〕３日、討論・採決１日）

○
（３日）

北九州市
特別委員会
（分科会３）

７日
（全体会〔正副委員長互選・分科会設置等〕１日、各分科会審査４
日、各分科会審査〔市長質疑〕１日）、分科会報告まとめ、採決１
日）

○
（３日 ※４）

福岡市
特別委員会
（分科会５）

13日
（総会〔正副委員長互選・付託等〕１日、総会〔審査日程・審査方針
決定等〕１日、総会〔質疑〕３日、分科会審査５日、分科会報告書作
成１日、総会〔質疑〕１日、総会（意見開陳・採決）１日）

○
（７日）

熊本市
予算決算委員会
（分科会６）

５日
（各会計決算概況説明１日、総括質疑２日、分科会詳細審査（局長
説明、質疑）１日、各分科会長報告・締めくくり総括質疑・採決１日

○
（３日 ※５）

川崎市
特別委員会
（１）

５日
（正副委員長互選・提案説明１日、審査・採決４日） ×

集 計
◎・・１　○・・８
△・・３　×・・８

（※２）名古屋市：市長は、出席要請があれば総括質疑のみ出席する。

（※３）堺市：市長は、全体会議には必ず出席し、分科会には出席要請があれば出席するが、通常は出席しない。

（※４）北九州市：市長は、全体会には必ず出席し、分科会には市長質疑のみ出席する。

（※５）熊本市：市長は、全体会のうち総括質疑、締めくくり質疑に出席し、分科会には出席しない。

◎・・・全日出席　　　　　　　　　　 ○・・・全体会議等の一部の日のみ出席
△・・・出席要請があれば出席　　×・・・出席しない

（※１）平成23年に限り震災復興特別委員会を同時期に開催したため、決算特別委員会の開催日数を短縮した。通常は、審
査９日で合計11日
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横浜市会（第１・第２特別委員会形式）

審査方法 決算第１及び決算第２特別委員会を設置し、全議員を半々に分け決算議案を審

査。審査は、連合審査会１日、10 日間の局別審査（各 5 日間）、後日採決（計
13日間）。
決算第１特別委員会：経済局、港湾局、こども青少年局、教育委員会、健康福

祉局、病院経営局、建築局、道路局、都市整備局

決算第２特別委員会：政策局、総務局、財政局、市民局、文化観光局、消防局、

温暖化対策総括本部、環境創造局、資源環境局、交通局、水

道局、議会局、人事委員会、監査委員、選挙管理委員会、会

計室

質疑概要 理事会にて確認された順番で質疑を実施。議案に対する質疑及び審査する局の施

策全般に対し、要望を交え質疑を行う。

発言時間 ○１委員会あたり（１日単位）

会議時間：435分
休憩時間：90分
審議時間：345分
発言充当時間：190分（質問：答弁＝55：45）

発言時間÷（現在議員数）／2＝1人あたりの持ち時間
190÷86人／2＝4.42分
4.42分×会派人数÷2委員会＝会派持ち時間
会派

（人数）

自民

（31）
民主

（16）
公明

（15）
みん

（14）
共産

（5）
ヨコ

（2）
無

（1）
無

（1）
無

（1）

持時間 69 35 33 31 11 4 2 2 2 

※無所属の持ち時間は 2分。総合審査（1日）、局別審査（5日）の計 6日×2
分＝12分。1日の発言時間は 5分以内。

発言通告 連合審査会：発言日の 2日前午後 5時までに大項目を委員長へ通告
局別審査：発言日の 2日前午後 5時までに大項目を委員長へ通告

質疑（再質問） 各会派の発言時間内であれば可能

一問一答制の導入 導入済み

討論 なし

採決 予め確認した賛否に基づき採決を実施。反対議員がある議案は起立採決、反対議

員がない議案は簡易採決を実施。

議事説明員 連合審査会：市長、副市長、局長が出席。（行政委員長は通告があった場合のみ出席）

局別審査：副市長、局長、部長級が出席。

※区長は市民局関係審査の際、区長会の議長区及び幹事区の区長 2人出席し、
連合審査会には出席しない。

会議時間 連合審査会 10:01～18:21 
局別審査  第１特別委員会：10:00～18:29（最長 10/6）

第２特別委員会：10:00～17:54（最長 10/7）
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日 曜日 本会議 委員会等 摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

9/1 木 市会運営委員会 第３回定例会等

市会運営委員会 本会議等

本会議
（第１日）

議案上程、質疑、付託

2 3 土

3 4 日

4 5 月

5 6 火

市会運営委員会 本会議等

本会議
（第２日）

一般質問

7 8 木

市民・文化観光・消防委員会：議案審査等

こども青少年・教育委員会：議案審査等

9 10 土

10 11 日

政策・総務・財政委員会：議案審査等

経済・港湾委員会：議案審査等

こども青少年・教育委員会：議案審査等

水道・交通委員会：報告

健康福祉・病院経営委員会：議案審査等

温暖化対策・環境想像・資源循環委員会：議案審査等

建築・都市整備・道路委員会：議案審査等

委 員 会 政策・総務・財政委員会：議案審査等

市会運営委員会 陳情審査等

14 15 木

15 16 金

16 17 土

17 18 日

18 19 月

市会運営委員会

本会議
（第３日）

議案議決、決算上程・決算審査特別委員会設置・付託

決算特別委員会 決算第一・決算第二特別委員会（審査日程等協議）

20 21 水 特 別 委 員 会 安心安全都市特別委員会：調査研究

基地対策特別委員会：調査報告

横浜経済活性化特別委員会：参考人招致

国際文化都市特別委員会：調査研究

22 23 金

23 24 土

24 25 日

大都市行財政制度特別委員会：調査報告、調査研究

横浜まちづくり特別委員会：調査研究

26 27 火

27 28 水 決算特別委員会 決算第一・決算第二特別委員会連合審査会（総合審査）

28 29 木 決算特別委員会 決算第一特別委員会（病院経営局・都市整備局）

29 30 金

30 10/1 土

31 2 日

32 3 月 決算特別委員会 決算第二特別委員会（市民局・資源循環局）：議案審査

33 4 火 決算特別委員会 決算第一特別委員会（経済局・道路局）：議案審査

決算第二特別委員会理事会

決算第二特別委員会（文化観光局・消防局）：議案審査

35 6 木 決算特別委員会 決算第一特別委員会（港湾局・こども青少年局）：議案審査

36 7 金 決算特別委員会 決算第二特別委員会（政策局・交通局）：議案審査

37 8 土

38 9 日

39 10 月

40 11 火 決算特別委員会 決算第一特別委員会（健康福祉局）：議案審査

決算第二特別委員会理事会

決算第二特別委員会（温暖化対策統括本部・環境創造局・水道局）：議案審査

42 13 木 決算特別委員会 決算第一特別委員会（建築局・教育委員会）：議案審査

43 14 金 決算特別委員会
決算第二特別委員会（総務局・議会局・人事委員会・監査委員・選挙管理委員会・財政局・会計
室）：議案審査

44 15 土

45 16 日

46 17 月

市会運営委員会

決算第一特別委員会理事会

決算第一特別委員会：採決

決算第二特別委員会理事会

決算第二特別委員会：採決

委 員 会 健康福祉・病院経営委員会：意見書提出

市会運営委員会

本会議
（第４日）

決算議決

1 2 金

6 7 水

8

委 員 会

委 員 会

14 水

月12

火

委 員 会9 金

22

11

2019 火

13

12 13

5

21

特 別 委 員 会月2625

特 別 委 員 会木

2857

47
決算特別委員会

決算特別委員会水

金

火

41

　　横浜市会　平成２３年第３回会期日程

19日（水）～27日（木）　　休会：常任委員会行政視察等

12 水 決算特別委員会

34

18

26



京都市会（３分科会形式）

審査方法 全議員 69名の委員をもって構成する決算特別委員会（第１分科会、第２分科会
及び第３分科会）を設置し、正副委員長の互選、審査日程の確認等の後、書類調

査（1日間）、局別審査（6日間）、市長総括質疑（2日間）を行い、最終日は討
論結了、表決。

第１分科会：行財政局、総合企画局、産業観光局、環境政策局、文化市民局、

選挙管理委員会、監査委員、人事委員会、会計室、市会事務局

第２分科会：保健福祉局、教育委員会、都市計画局、建設局

第３分科会：消防局、交通局、上下水道局

質疑概要 正副委員長会議において決定された運営方法により、決算特別委員会に付託され

た決算の範囲内で質疑を行う。

発言時間 原則として 1日の質疑時間（360分）を各会派の委員数に応じて配分し、この時
間の範囲内で、委員の 1回の質疑時間を答弁も含めおおむね 30分以内とする。
なお、市長総括質疑においては、会派に割り当てられた時間の範囲内で、委員の

1回の質疑時間を答弁も含めおおむね 20分以内とするが、会派の最終質疑者に
ついては、会派の残時間の範囲内で 30分まで可能。

○局別審査

 会派所属人数／定数（69人）×360分（1日の会派持ち時間）×6日
○総括質疑

 会派所属人数／定数（69人）×360分（1日の会派持ち時間）×2日
発言通告 局別審査：なし

総括質疑：局別審査最終日に委員長へ通告（質疑項目の通告なし）

質疑（再質問） 制限なし

一問一答制の導入 導入済み

討論 付託議案に対する委員会としての結論を得るために委員会を開会し、各会派から

議案に対する賛否を表明。なお、原案認定だが希望意見等がある場合には、それ

らを付す意見として表明。

採決 議案に対する各会派の賛否により、意見が分かれるものについては挙手表決、全

会一致のものは簡易表決を行っている。

議事説明員 委員会説明員（課長級から局長級）。

市長総括質疑：市長、副市長及び公営企業管理者。

※区長は局別審査及び総括質疑に出席しない。

会議時間 局別審査 第１分科会：10:02～18:15（最長 10/13）
     第２分科会：10:03～17:53（最長 10/14）
     第３分科会：10:03～16:55（最長 10/11）
総括質疑 10:03～18:26（初日 10/20）
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日 曜日 本会議 委員会等 摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

会期決定、提案説明、議案処理等

予 算 審 査
特 別 委 員 会

正副委員長互選等

2 28 水
予 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：環境政策局、行財政局、文化市民局、産業観光局、第２分科会：保健福祉
局、都市計画局、建設局、第３分科会：消防局）

3 29 木

予 算 審 査
特 別 委 員 会

討論結了

市会運営委員会

5 10/1 土

6 2 日

本会議
（第２日）

議案処理等

決 算 審 査
特 別 委 員 会

正副委員長互選等

8 4 火
本会議
（第３日）

代表質問

9 5 水
本会議
（第４日）

代表質問

10 6 木
決 算 審 査
特 別 委 員 会

書類審査

11 7 金
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：選挙管理委員会事務局、監査事務局、人事委員会事務局、行財政局、第２分
科会：保健福祉局、第３分科会：消防局）

12 8 土

13 9 日

14 10 月

15 11 火
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：会計室、行財政局、第２分科会：保健福祉局、第３分科会：交通局）

16 12 水
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：市会事務局、総合企画局、第２分科会：教育委員会、第３分科会：交通局）

17 13 木
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：産業観光局、第２分科会：都市計画局、第３分科会：上下水道局）

18 14 金
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：環境政策局、第２分科会：建設局、第３分科会：上下水道局）

19 15 土

20 16 日

21 17 月
決 算 審 査
特 別 委 員 会

局別質疑（第１分科会：文化市民局、第２分科会：保健福祉局（病院））

22 18 火

23 19 水

24 20 木
決 算 審 査
特 別 委 員 会

市長・副市長に対する総括質疑

25 21 金
決 算 審 査
特 別 委 員 会

市長・副市長に対する総括質疑

26 22 土

27 23 日

経済総務委員会：付託議案審査等

くらし環境委員会：付託議案等審査

教育福祉委員会：付託議案等審査

まちづくり委員会：付託議案等審査

交通水道消防委員会：報告聴取等

市会運営委員会
理 事 会

30 26 水

31 27 木

経済総務委員会：討論結了

くらし環境委員会：討論結了

教育福祉委員会：討論結了

まちづくり委員会：討論結了

決算審査特別委員会：討論結了

市会運営委員会

33 29 土

34 30 日

35 31 月
本会議
（第５日）

議案等処理

　　京都市会　平成２３年９月定例会会期日程

30 金

9/27

3 月

委 員 会

29

32 28 金

委 員 会
25 火

委 員 会24 月

1

4

7

28

火
本会議
（第１日）
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堺市議会（６分科会形式）

審査方法 決算審査特別委員会（議長を除く全議員で構成）を設置、付託する。審査は、各

常任委員会が閉会すると同時に同じ委員で構成する分科会を開催（3日間）し、
当該委員会の所管事項にかかる決算を審査（2分科会ずつ同時開催。各分科会に
予備日 1日）。全分科会での審査終了後、原則として 2日間の日程で総括質疑・
討論・採決。

 総務財政分科会：市長公室、総務局、財政局、その他

 市民人権分科会：危機管理室、防災計画室、市民人権局、各区役所、消防局

 健康福祉分科会：健康福祉局、市立堺病院、子ども青少年局

 産業環境分科会：文化観光局、環境局、産業振興局

 建設分科会：建築都市局、建設局、上下水道局

 文教分科会：教育委員会

質疑概要 分科会の質疑順序は、慣例により委員長が決定。分科会の質疑終了後、決算審査

特別委員会の全体会議で、分科会報告書を配布し、総括質疑を実施。

発言時間 ○所属する分科会での発言：人数制限と回数制限はなし。30 分以内（答弁は含
まず）。

○所属しない分科会での発言（分科会外委員発言）：人数制限と回数制限はなし。

15分以内（答弁は含まず）。
○総括質疑での発言：人数制限と回数制限はなし。12 分（答弁含む）×会派構
成議員数。ただし、非交渉会派と会派に属さない議員は、答弁時間を含まず。

○審査最終日における出資法人の決算にかかる発言：回数制限なし。総括質疑に

おける各会派等の残時間内で行う。（近年事例なし）

発言通告 分科会： 発言日 2日前までに質問項目を事務局へ報告。当局側へ報告内容を伝
える。

総括質疑：2日前の理事会で質疑者の報告、午後 5時までに質疑項目を通告。
質疑（再質問） 制限なし

一問一答制の導入 導入済み

討論 発言時間は 30 分以内（会派を代表して 1 人）。当該委員会おいて討論・採決を
行う。なお、本会議での討論は、改めてこれを行わない（議会運営委員会におい

て決定）。

採決 分科会での審査の後、付託案件を一括議題とし、一括採決。

議事説明員 分科会：所管の課長級以上（区長含む。なお、市長、副市長等の特別職は、委員

から特に要請がある場合のみ出席）。

総括質疑：市長・副市長・教育長・上下水道事業管理者、代表監査委員、技監、

課長級以上（区長含む）の理事者が出席。

会議時間 分科会（常任委員会審査終了後に開催）

・市民人権分科会：16:02～17:07（10/8）・産業環境分科会：17:25～19:05（10/8）
・文教分科会：16:45～17:13（10/12）・建設分科会：17:25～19:05（10/13）
・総務財政分科会：13:18～15:02（10/14）・健康福祉分科会：15:25～17:00（10/14）
総括質疑：10:00～18:12（10/22）
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日 曜日 本会議 委 員 会 等 摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

8/23 火 議会運営委員会

24 水

1 25 木
本会議
（第１日）

会期の決定、提案理由説明

2 26 金 議会運営委員会 議運終了後、決算理事予定者会

3 27 土

4 28 日

5 29 月

6 30 火

7 31 水

8 9/1 木
本会議
（第２日）

大綱質疑（議案質疑、一般質問）

9 2 金
本会議
（第３日）

大綱質疑（議案質疑、一般質問）

10 3 土

11 4 日

12 5 月
本会議
（第４日）

決 算 審 査
特 別 委 員 会

大綱質疑（議案質疑、一般質問）、決算審査特別委員会設置、委員会付託、
本会議終了後決特正副委員長互選、分科会設置

13 6 火

14 7 水

市民人権委員会：議案審査／決算審査特別委員会市民人権分科会：決算議案審査

産業環境委員会：議案審査／決算審査特別委員会産業環境分科会：決算議案審査

16 9 金 （ 予 備 日 ）

17 10 土

18 11 日

19 12 月

委 員 会
／

決 算 審 査
特 別 委 員 会
分 科 会

文教委員会：議案審査／決算審査特別委員会文教分科会：決算議案審査

20 13 火

委 員 会
／

決 算 審 査
特 別 委 員 会
分 科 会

建設委員会：議案審査／決算審査特別委員会建設分科会：決算議案審査

総務財政委員会：議案審査／決算審査特別委員会総務財政分科会：決算議案審査

健康福祉委員会：議案審査／決算審査特別委員会健康福祉分科会：決算議案審査

22 15 木 （ 予 備 日 ）

23 16 金
決 算 審 査
特 別 委 員 会

決算審査特別委員会理事会

24 17 土

25 18 日

26 19 月 敬老の日

27 20 火

28 21 水
決 算 審 査
特 別 委 員 会

分科会報告、総括質疑

29 22 木
決 算 審 査
特 別 委 員 会

総括質疑、討論、採決

30 23 金 秋分の日

31 24 土

32 25 日

33 26 月

34 27 火 議会運営委員会

35 28 水

本会議
（第４日）

決算審査特別委員会委員長報告、討論、採決、常任委員会委員長報告、討論、採決、閉会

特 別 委 員 会 大都市行財政制度調査特別委員会

14 水

29 木36

21

　　堺市議会　平成２３年８・９月定例会会期日程

15 8 木

委 員 会
／

決 算 審 査
特 別 委 員 会
分 科 会

委 員 会
／

決 算 審 査
特 別 委 員 会
分 科 会
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分科会における質疑の流れ（イメージ） 

１ 局内での理事者の入替えがない場合 

 ※ 出席理事者 局長以下関係部課長（Ａ課長、Ｂ課長、Ｃ課長）

発言通告の内容 所管課長 分科会での発言順 

委員Ａ 

（自民党） 

質疑① Ａ課長 １ 委員Ａ質疑① Ａ課長

質疑② Ｂ課長 ２ 委員Ａ質疑② Ｂ課長

質疑③ Ｃ課長 ３ 委員Ａ質疑③ Ｃ課長

委員Ｂ 

（公明党） 

質疑① Ａ課長 ４ 委員Ｂ質疑① Ａ課長

質疑② Ｂ課長 ５ 委員Ｂ質疑② Ｂ課長

質疑③ Ｂ課長 ６ 委員Ｂ質疑③ Ｂ課長

委員Ｃ 

（民主党） 

質疑① Ｂ課長 ７ 委員Ｃ質疑① Ｂ課長

質疑② Ｃ課長 ８ 委員Ｃ質疑② Ｃ課長

質疑③ Ｃ課長 ９ 委員Ｃ質疑③ Ｃ課長

委員Ｄ 

（共産党） 

質疑① Ａ課長 10 委員Ｄ質疑① Ａ課長

質疑② Ｃ課長 11 委員Ｄ質疑② Ｃ課長

質疑③ Ｃ課長 12 委員Ｄ質疑③ Ｃ課長

委員Ｅ 

（みんなの党） 

質疑① Ｂ課長 13 委員Ｅ質疑① Ｂ課長

質疑② Ｃ課長 14 委員Ｅ質疑② Ｃ課長

質疑③ Ｃ課長 15 委員Ｅ質疑③ Ｃ課長

２ 局内での理事者の入替えがある場合（出席理事者にあわせて委員の発言順を調整）

 ※ 出席理事者◆当  初     ⇒ 局長以下関係部課長（Ａ課長、Ｂ課長、Ｃ課長）

        ◆１回目の入替え後 ⇒ 局長以下関係部課長（Ｄ課長、Ｅ課長、Ｆ課長）

        ◆２回目の入替え後 ⇒ 局長以下関係部課長（Ｇ課長、Ｈ課長、Ｉ課長）

発言通告の内容 所管課長 分科会での発言順 

委員Ａ 

（自民党） 

質疑① Ａ課長 １ 委員Ａ質疑① Ａ課長

質疑② Ｂ課長 ２ 委員Ａ質疑② Ｂ課長

質疑③ Ｃ課長 ３ 委員Ａ質疑③ Ｃ課長

委員Ｂ 

（公明党） 

質疑① Ｃ課長 ４ 委員Ｂ質疑① Ｃ課長

質疑② Ｄ課長 ５ 委員Ｃ質疑② Ｂ課長

質疑③ Ｅ課長 ６ 委員Ｅ質疑① Ａ課長

委員Ｃ 

（民主党） 

質疑① Ｂ課長 ７ 委員Ｅ質疑② Ｂ課長

質疑② Ｆ課長 （理事者一部入替え） 

質疑③ Ｇ課長 ８ 委員Ｂ質疑② Ｄ課長

委員Ｄ 

（共産党） 

質疑① Ｄ課長 ９ 委員Ｂ質疑③ Ｅ課長

質疑② Ｈ課長 10 委員Ｃ質疑② Ｆ課長

質疑③ Ｉ課長 11 委員Ｄ質疑① Ｄ課長

委員Ｅ 

（みんなの党） 

質疑① Ａ課長 12 委員Ｅ質疑③ Ｄ課長

質疑② Ｂ課長 （理事者一部入替え） 

質疑③ Ｄ課長 13 委員Ｃ質疑③ Ｇ課長

 14 委員Ｄ質疑② Ｈ課長

15 委員Ｄ質疑③ Ｉ課長
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（案１）
会派構成人数割
り

（案２）
会派割り１／４
会派構成人数
割り３／４

（案３）
会派割り１／５
会派構成人数
割り４／５

（案４）
会派割り１／６
会派構成人数
割り５／６

（案５）
会派割り１／７
会派構成人数
割り６／７

（案６）
会派割り１／８
会派構成人数
割り７／８

（案７）
会派割り１／９
会派構成人数
割り８／９

（案Ａ）
無所属議員1人10分
残時間を会派構成人
数割り

自民党 １６人 ８８分 ７８分 ８０分 ８１分 ８２分 ８３分 ８３分 ８６分

公明党 １３人 ７１分３０秒 ６５分 ６６分 ６７分 ６８分 ６８分 ６９分 ６９分３０秒

民主党 １３人 ７１分３０秒 ６５分 ６６分 ６７分 ６８分 ６８分 ６９分 ６９分３０秒

共産党 １０人 ５５分 ５３分 ５４分 ５４分 ５４分 ５４分 ５４分 ５３分

みんなの党 　６人 ３３分 ３７分 ３６分 ３５分 ３５分 ３５分 ３５分 ３２分

無所属 　１人 　５分３０秒 １６分 １４分 １３分 １１分３０秒 １１分 １０分 １０分

無所属 　１人 　５分３０秒 １６分 １４分 １３分 １１分３０秒 １１分 １０分 １０分

合　　計 ６０人 ３３０分 ３３０分 ３３０分 ３３０分 ３３０分 ３３０分 ３３０分 ３３０分

総括質疑会派別発言時間（案）

会派名
所属
議員数

努　　力　　目　　標　　時　　間

3
2



自民党 16人 83分
16人
⇒15人

83分
⇒78分

16人
⇒15人

82分
⇒77分

16人
⇒15人

82分
⇒77分

16人 86分
16人
⇒15人

84分
⇒79分

16人
⇒15人

83分
⇒78分

16人
⇒15人

81分
⇒76分

公明党 13人 69分 13人 68分
13人
⇒12人

68分
⇒63分

13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人 69分30秒 13人 68分
13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人
⇒12人

66分
⇒61分

民主党 13人 69分 13人 68分 13人 68分
13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人 69分30秒 13人 68分 13人 67分
13人
⇒12人

66分
⇒61分

共産党 10人 54分 10人 54分 10人 53分 10人 53分 10人 53分 10人 53分 10人 52分 10人 51分

みんなの党 　6人 35分 　6人 34分 　6人 33分 　6人 33分 　6人 32分 　6人 32分 　6人 31分 　6人 31分

無所属 　1人 10分 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 10分 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　8分36秒 　1人 10分

合　　計 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分

会派名

努　　力　　目　　標　　時　　間

（案７）
会派割り１／９

会派構成人数割り８／９

（案Ａ）
無所属議員１人１０分

残時間を会派構成人数割り

無所属
議員２人

無所属
議員３人

無所属
議員４人

無所属
議員５人

無所属
議員２人

無所属
議員３人

無所属
議員４人

無所属
議員５人

3
3



総括質疑会派別発言時間（案） 【無所属議員数の増減によるシミュレーション】

自民党 16人 88分
16人
⇒15
人

88分
⇒82分30秒

16人
⇒15
人

88分
⇒82分30秒

16人
⇒15
人

88分
⇒82分30秒

16人 78分
16人
⇒15
人

76分
⇒72分

16人
⇒15
人

75分
⇒71分

16人
⇒15
人

74分
⇒70分

公明党 13人 71分30秒 13人 71分30秒
13人
⇒12
人

71分30秒
⇒66分

13人
⇒12
人

71分30秒
⇒66分

13人 65分 13人 64分
13人
⇒12
人

63分
⇒59分

13人
⇒12
人

62分
⇒58分

民主党 13人 71分30秒 13人 71分30秒 13人 71分30秒
13人
⇒12
人

71分30秒
⇒66分

13人 65分 13人 64分 13人 63分
13人
⇒12
人

62分
⇒58分

共産党 10人 55分 10人 55分 10人 55分 10人 55分 10人 53分 10人 52分 10人 51分 10人 50分

みんなの党 　6人 33分 　6人 33分 　6人 33分 　6人 33分 　6人 37分 　6人 35分 　6人 34分 　6人 33分

無所属 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人 16分 　1人 14分20秒 　1人 13分45秒 　1人 12分12秒

無所属 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人 16分 　1人 14分20秒 　1人 13分45秒 　1人 12分12秒

無所属 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人 14分20秒 　1人 13分45秒 　1人 12分12秒

無所属 　1人  5分30秒 　1人  5分30秒 　1人 13分45秒 　1人 12分12秒

無所属 　1人  5分30秒 　1人 12分12秒

合　　計 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分

（案１）
会派構成人数割り

努　　力　　目　　標　　時　　間
（案２）

会派割り１／４
会派構成人数割り３／４

会派名

無所属
議員２人

無所属
議員３人

無所属
議員４人

無所属
議員５人

無所属
議員２人

無所属
議員３人

参考（無所属議員が２人の場合）
　３人会派：約17分、４人会派：約23分、５人会派：約28分
　２人会派を会派として算出した場合：約11分

参考（無所属議員が２人の場合）
　３人会派：約24分、４人会派：約28分、５人会派：約32分
　２人会派を会派として算出した場合：約20分

無所属
議員４人

無所属
議員５人

【平成２５年３月２８日再提出】
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自民党 16人 83分
16人
⇒15人

83分
⇒78分

16人
⇒15人

82分
⇒77分

16人
⇒15人

82分
⇒77分

16人 86分
16人
⇒15人

84分
⇒79分

16人
⇒15人

83分
⇒78分

16人
⇒15人

81分
⇒76分

公明党 13人 69分 13人 68分
13人
⇒12人

68分
⇒63分

13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人 69分30秒 13人 68分
13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人
⇒12人

66分
⇒61分

民主党 13人 69分 13人 68分 13人 68分
13人
⇒12人

67分
⇒62分

13人 69分30秒 13人 68分 13人 67分
13人
⇒12人

66分
⇒61分

共産党 10人 54分 10人 54分 10人 53分 10人 53分 10人 53分 10人 53分 10人 52分 10人 51分

みんなの党 　6人 35分 　6人 34分 　6人 33分 　6人 33分 　6人 32分 　6人 32分 　6人 31分 　6人 31分

無所属 　1人 10分 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 10分 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　9分20秒 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　9分 　1人 　8分36秒 　1人 10分 　1人 10分

無所属 　1人 　8分36秒 　1人 10分

合　　計 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分 60人 330分

会派名

努　　力　　目　　標　　時　　間

（案７）
会派割り１／９

会派構成人数割り８／９

（案Ａ）
無所属議員１人１０分

残時間を会派構成人数割り

無所属
議員２人

無所属
議員３人

参考（無所属議員が２人の場合）
　３人会派：約20分、４人会派：約25分、５人会派：約30分
　２人会派を会派として算出した場合：約15分

参考（無所属議員が２人の場合）
　３人会派：約16分、４人会派：約21分、５人会派：約27分
　２人会派を会派として算出した場合：約11分

無所属
議員４人

無所属
議員５人

無所属
議員２人

無所属
議員３人

無所属
議員４人

無所属
議員５人

3
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決算審査の委員構成に関する政令指定都市の状況 

【議員選出の監査委員の取扱い】 

  ◆議員選出の監査委員を除いて構成…………７市 

特
別
委
員
会

１委員会（全議員） （２市） 仙台市 川崎市

１委員会

分科会方

式

２分科会 （１市）
新潟市（※一般会計・特別

会計）

３分科会 （２市） 神戸市 広島市

５分科会（常任委員会

と同じ構成員、所管）
（１市） 福岡市

複数委員

会
３委員会 （１市） 岡山市

◆議員選出の監査委員を含めて構成…………１４市

特
別
委
員
会

１委員会（一部の議員） （１市） さいたま市

１委員会

分科会方

式

２分科会 （１市） 千葉市

３分科会 （２市） 京都市 北九州市

５分科会（常任委員会

と同じ構成員、所管）
（１市） 相模原市

６分科会（常任委員会

と同じ構成員、所管）
（１市） 堺市

複数委員

会
２委員会 （３市） 札幌市 横浜市 大阪市

常
任
委
員
会

各所管常

任委員会
（４市）

静岡市 浜松市 名古屋市

新潟市（※企業会計）

予算決算

委員会

６分科会（常任委員会

と同じ構成員、所管）
（１市） 熊本市

  ※ 新潟市は、一般会計・特別会計と企業会計で監査委員の取扱いが異なるため、

それぞれ分けて掲載している。 
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